
機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 1 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度小型ライダー用光源 1 台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 4 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ルミバード・ジャパン（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 16 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 4 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 2 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度廃棄物最終処分場の実態情報のデータベース構築に係る
業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 5 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 東新（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 17 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 5 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 3 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度スマートフォンアプリケーション「みんなの適応 A-PLAT+」
の開発運用業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （資）ウェブバナナユナイト東京横浜 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 24 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 8 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 4 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度地域関係主体の協働による災害廃棄物対策事例の調査業
務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 12 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アジア航測（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 27 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 12 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 5 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度高速液体クロマトグラフシステム修理等業務 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 15 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 竹田理化工業（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 30 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 15 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 6 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度エコチル調査に係るデータ管理補助派遣業務（その２） 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 18 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 パーソルテンプスタッフ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 9 月 24 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 18 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 7 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度大気中窒素酸化物等の化学イオン化質量分析法による個
別計測手法の開発と観測に関する技術支援員派遣業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 26 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アドバンテック（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 10 月 8 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 26 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 8 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度日本の資源輸入が誘引する生物多様性への影響評価の
ための調査解析業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 26 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）パスコ 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 10 月 12 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 26 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 9 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 元素分析計燃焼炉 一式 賃貸借 

契 約 締 結 日 令和 3 年 10 月 28 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 NTT・TC リース（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 10 月 14 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 10 月 28 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 10 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 エコチル調査 e ラーニングシステムサイト構築業務 １式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 11 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 EP クルーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 10 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 11 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 11 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 PRTR 情報と G-CIEMS 結果の総合解析業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 11 月 4 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 みずほリサーチ&テクノロジーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 10 月 20 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 11 月 4 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 12 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度 GOSAT データ定常処理運用システム（GOSAT DHF）用
LTO テープ 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 11 月 18 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 4 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 11 月 18 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 13 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 エアロゾル観測ライダー用光源 １台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 11 月 29 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ルミバード・ジャパン（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 12 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 11 月 29 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 14 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度リアルタイム PCR 装置 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）池田理化 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 12 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 11 月 29 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 15 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 反応性窒素酸化物変換ユニット １台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本サーモ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 16 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 GPT 付き標準ガス希釈器 １台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本サーモ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 17 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度エコチル調査 11 歳質問票（OCR）外 3 点印刷等業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）アスカ紙工 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 8 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 18 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 超高感度大気用窒素酸化物濃度計 １台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本サーモ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 19 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 孵卵機 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）昭和フランキ 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 20 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
デジタル民主主義プラットフォーム Decidim の将来世代考慮及びロン
グターム思考の導入促進に向けた活用方法等の検討業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一社）コード・フォー・ジャパン 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 24 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 8 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 21 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 ジャポニカアレイ®NEO ジェノタイピングサービス 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 家田化学薬品（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 26 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 22 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度 PRTR 対象物質に関する産業連関物質フロー勘定表のデ
ータ更新業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 26 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 23 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度環境問題事例の科学的経緯情報収集整理と環境基準等
の設定に関する資料集の作成支援業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 みずほリサーチ&テクノロジーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 26 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 24 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度地方自治体における脱炭素転換促進のための住民参加型
討議手法の調査及び基本フォーマットの検討に関する業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一社）環境政策対話研究所 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 26 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 25 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度包括環境リスク評価に向けた様々な種類の健康有害性情
報と脆弱性を考慮した曝露情報の調査検討業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 みずほリサーチ&テクノロジーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 11 月 26 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 26 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度プラスチックごみの排出抑制対策に係る地域協働事業事
例調査業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 15 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）環境管理センター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 1 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 15 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 27 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度研究本館Ⅲ棟排気系統化学物質管理区域用フィルター交
換業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 16 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 進和テック（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 2 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 16 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 28 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度福島国際研究産業都市区域（福島イノベーション・コースト
構想）に関与する団体の抽出調査業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 17 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）サーベイリサーチセンター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 3 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 17 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 29 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度 GOSAT-2 データ定常処理運用システム（G2DPS）用
LTO8 テープ 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 20 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ヤトロ電子（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 6 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 20 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 30 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 「災害廃棄物情報プラットフォーム」の改修及び保守・管理業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 21 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アイテックサイエンス（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 7 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 21 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 31 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度エコチル調査住所履歴データ変換業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 23 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）パスコ 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 9 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 23 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 32 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度新地駅周辺市街地復興整備地域におけるエネルギー需給
データ収集、整理及び分析業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 23 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本環境技研（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 9 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 23 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 33 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度凍結切片作成装置（クリオスタット） 1 台 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 理科研（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 34 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 マルチチャンネル分光器 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 浜松ホトニクス（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 35 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 大気環境モデリングデータ格納装置 一式 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）アルゴグラフィックス 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 36 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
「全球化学輸送モデルを用いたメタンの人為起源排出量推計の精緻
化と削減感度に関する研究」に係る支援作業 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本エヌ・ユー・エス（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 37 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度アンプリコンシーケンス解析業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）生物技研 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 38 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
災害廃棄物処理基礎情報の収集及びデータベースプロトタイプの構築
業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （公財）廃棄物・3R 研究財団 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 39 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度環境試料の放射性物質測定業務 

契 約 締 結 日 令和 3 年 12 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 日本環境科学（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 10 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 3 年 12 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 40 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 PAM スペアチャンバー及びマウント他 一式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）汀線科学研究所 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 20 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 41 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 物質フロー分析用産業連関表の整備・精緻化支援業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 12 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 12 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 42 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度陸水生態系における気候変動の複合的影響の検出・評価
に関する水及び土壌試料農薬分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 12 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 平成理研（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 22 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 12 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 43 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 歩行者ネットワークデータ及び背景図 1 式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 13 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）インフォマティクス 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 23 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 13 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 44 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度 災害・事故に伴う化学物質流出計算用計算サーバ等 一
式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 14 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ヤトロ電子（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 21 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 14 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 45 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 TSI 社製 Nanoscan SMPS 一式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 19 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 東京ダイレック（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 4 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 19 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 46 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 エコチル調査 10 歳質問票（OCR）外２点印刷等業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 21 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）アスカ紙工 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 3 年 12 月 24 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 21 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 47 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 ハードディスク 16TB 55 個 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 21 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アプライド（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 6 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 21 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 48 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
金属 5 元素を対象とした国際貿易に伴う国間移動量の推計とデータベ
ース更新業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 21 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 6 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 21 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 49 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 将来展望と世代継承についての意識調査業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 21 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）インテージリサーチ 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 6 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 21 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 50 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度エコチル調査尿試料中総ヒ素濃度分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 24 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 いであ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 7 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 24 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 51 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
廃棄物系バイオマスのメタン化事業及び堆肥化事業における投入資
本、創出価値、評価指標に関する情報整理及びガイダンス作成業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 25 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）地域計画建築研究所 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 11 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 25 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 52 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 国・地域別の鉱山情報の整備及び解析支援業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 27 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 みずほリサーチ&テクノロジーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 13 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 27 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 53 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
東日本大震災の被災市町村で実施された復興に係る市民・住民参加
型ワークショップの事例整理業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 27 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ランドブレイン（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 13 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 27 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 54 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
福島県大熊町の復興・地域づくりに関わるステークホルダーの抽出業
務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 27 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ランドブレイン（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 13 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 27 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 55 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 デジタル X 線センサー（高解像度） １台 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 28 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 理弘薬品（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 14 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 28 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 56 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 バイオアナライザ電気泳動システム 一式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 28 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 和研薬（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 14 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 28 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 57 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度高圧ガス設備及び凍結保存容器システム定期点検業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 28 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）巴商会 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 14 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 28 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 58 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 GCMS 用大量注入口装置 一式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 31 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 島津サイエンス東日本（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 17 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 31 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 59 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
ワーク・ライフスタイルの変化に関するデータ整備及び一般廃棄物循
環利用への影響分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 1 月 31 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 みずほリサーチ&テクノロジーズ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 17 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 31 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 60 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 災害ごみの片付け・排出の実態と課題に関する基礎調査業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 1 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）サーベイリサーチセンター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 17 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 1 月 31 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 61 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度気候変動適応に係る国民の理解度調査業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 1 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）ネオマーケティング 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 18 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 1 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 62 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
令和３年度地域気候変動適応センターによる衛星画像データ活用支
援業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 1 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アジア航測（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 18 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 1 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 63 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度福島県浜通り河川水文観測機器メンテナンス業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 1 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 応用地質（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 18 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 1 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 64 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
エコチル調査パイロット調査における尿試料中たばこ煙曝露マーカー
分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 いであ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 65 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
エコチル調査パイロット調査における尿試料中リン系難燃剤及び代謝
物分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 いであ（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者に対する公開見積競争への不参加理由についてのアンケート結果の分析等に取り組みながら、引き続
き一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、一者見積改善の方策について検討を行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 66 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
エコチル調査パイロット調査における尿試料中除草剤（グリホサート
等）分析業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）住化分析センター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 67 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 
エコチル調査パイロット調査における尿試料中農薬及び忌避剤分析業
務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）住化分析センター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 68 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 エコチル調査評価対象化学物質に関する基礎情報整理業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 2 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一財）化学物質評価研究機構 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 19 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 2 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 69 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度クライオラック 100 本立 10 箱 外 10 点 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 3 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 アイテックサイエンス（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 20 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 3 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 70 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 波照間モニタリングステーション観測塔点検補修業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 4 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 電気興業（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 18 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 1 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 71 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度メルク社製 Milliplex キット 一式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 竹田理化工業（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 24 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 72 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度事故由来放射性セシウムの地表沈着量の試算業務 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 8 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （株）数理計画 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 25 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 8 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 73 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 GCMS 制御システムアップグレードメディア １式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 太陽計測（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 27 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 74 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度 オプティカルディスク・アーカイブカートリッジ 50 個 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 10 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 ケーアイテック（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 27 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 10 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 75 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（複数者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 特定一般廃棄物・特定産業廃棄物の処理状況調査業務（10 年間） 

契 約 締 結 日 令和 4 年 2 月 15 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 （一財）日本環境衛生センター 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 1 月 31 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 2 月 14 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ○  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

－ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
引き続き、公開見積競争の周知拡大等に取り組みながら、規程類に則った適正な調達手続きを行うこと。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

引き続き、公開見積競争の周知等に取り組みながら適正に調達手続きを行う。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 



機密性１ 

特例随意契約事案フォローアップ票 

法 人 名 国立研究開発法人国立環境研究所 

案 件 番 号 76 

公 開 見 積 競 争 か 否 か の 別 

（ 一 者 見 積 か 否 か の 別 ） 
公開見積競争（一者見積） 

契 約 の 件 名 及 び 数 量 令和３年度エコチル調査乳歯前処理用の研磨紙・研磨剤 １式 

契 約 締 結 日 令和 4 年 3 月 7 日 

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等 太陽計測（株） 

公 開 見 積 競 争 経 緯 

公告  令和 4 年 2 月 18 日 

提案書等〆切 － 

本見積〆切 令和 4 年 3 月 7 日 

チェック内容 

項目 確認 具体的な確認事項 

①関係法人以外との契約であるか。  ○  ※以下、（注）1 参照 

②公開見積競争以外の場合におけ 
る見積り合わせ。 

 － 
 公開見積競争を原則とし、これにより難い場合は見積り合わせを実
施しているか。 

③-1 参考見積の参加者が一者でな
いか。 

 ×  ※×の場合は③-2 も回答。 

③-2 参考見積の参加者が一者であ
る場合の価格交渉 

○ 
公開見積競争における参考見積の参加者が一者である場合には、

価格交渉を実施しているか。 

④研究開発に直接関係しているか。  ○ 
 研究開発に直接関係する製造の請負、財産の買入、物件の借入又
は役務の提供契約であるか。 

⑤公表しているか  ○  － 

 特例随契を導入したことによる効果は、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 6 第 3 項の
規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
 令和 3 年 6 月 18 日第 21 回契約監視委員会において「国立研究開発法人の調達にかかる事務について（令和 3 年
2 月 26 日内閣総理大臣、総務大臣決定）」の２（１）及び（２）に基づいて特例随意契約の実施が承認されている。 

一者見積に対する今後の改善措置について 

一者見積の改善については、公告期間の十分な確保、業務内容の更なる明確化、公告の HP 掲載場所の拡大等、調
達等合理化計画の一者応札・応募の改善策を踏襲し取組みつつ、原因を分析するなど引き続き対応・検討する。 

契約監視委員会のコメント等 

（契約監視委員会のコメント） 
仕様書受理者数を増やすため、公開見積競争の周知拡大と一者見積となった原因の分析等を行うことにより、更なる
一者見積改善の方策について検討を行うこと。 
特に、履行が見込まれる者の事前把握に努め、可能な限り複数者の参加を促す必要がある。 
 
（契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置） 

公開見積競争の周知拡大に一層取り組むとともに、更なる一者見積改善の方策について検討を行う。また、履行が見
込まれる者の事前把握により、可能な限り複数者の参加の促進に努める。 
 

本案件を審議した契約監視委員会の委員 

 小田部典子、西山 温、野村豊弘、古米弘明、矢野奈保子（五十音順） 
（注）１．関係法人とは、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づいて、取引等の状況を情報公開すること

とされている次の①及び②のいずれにも該当するものをいう。 
① 特例随契を行う国研法人の役員経験者が再就職している又は同法人の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している。なお、

「役員等」には、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより
影響力を与え得ると認められる者を含む。 

② 特例随契を行う国研法人との間の取引高が、総売上高又は事業収入の 3 分の 1 以上を占めている 
（注）２．本書式は雛形であることから、必要に応じて適宜項目を追加すること。 


